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６　防災 • 復興と男女共同参画に関する国内政策

　災害が多発する私たちの国では、防災政策の長い歴史があります。しかし、男女
共同参画の視点に基づいた防災や復興の体制づくりが必要であることが、国の政策
に明記されるようになったのはごく最近であり、その記述内容は、地域の防災を担
う人々の間でさえもよく知られていないのが実情です。この章では、国内の防災体
制と東日本大震災からの復興の方針に、男女共同参画の視点がどのように反映され
ているのかについて学びます。

１．防災・復興における男女共同参画：国内政策の概要とあゆみ

１）防災・復興における男女共同参画に関わる日本の政策

防災や復興についての男女共同参画の
視点は、国の「防災基本計画」と「男女
共同参画基本計画」に明記されています。
「防災基本計画」は、災害分野のもっ

とも重要な法律である「災害対策基本法」
を実施するための計画で、災害分野のす
べての計画の中でもっとも上位に位置づ
けられる重要な計画です。その総則にお
いて女性の参画や男女双方のニーズへの
配慮が必要であると指摘されています。

一方、「男女共同参画基本計画」は、
男女共同参画基本法を実施するための計
画です。この計画の中で、防災（復興を
含む）分野は、男女共同参画を進めるべ
き分野として、取りあげられています。

このように、防災・復興におけるジェ
ンダーの視点は、政策上、非常に重要で
あると位置づけられています。

男女共同参画の視点が入っている！

防災（復興を含む）分野がある！

第６章　   防災 • 復興と男女共同参画に関する国内政策

防災基本計画
ü　 災害の予防や備え、災害時の応急対策、復

旧・復興について具体的に記述
ü　 国・地方公共団体・住民などの責務を記述
ü　 これに基づいて、地方公共団体は地域防災

計画を作成
ü　 「総則」と災害の種類ごとにつくられた 14

の「個別災害対策編」（「地震災害対策編」、
「津波災害対策編」、「風水害対策編」など）
からなる。

災害対策基本法（1961 年公布）に基づく

男女共同参画基本計画
ü　 男女が互いに人権を尊重しつつ、能力を十

分に発揮できる男女共同参画社会の実現の
ための具体的方針を記述

ü　 国・地方公共団体などの責務を記述
ü　 雇用、保健、暴力、教育、男性・子どもにとっ

ての男女共同参画など 15 の分野で具体的
な施策と目標とする指標を設定

男女共同参画社会基本法（1999 年公布）に基づく
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また、日本では、災害復興一般に適用される基本法は存在せず、大災害が発生する度にその災
害に特化した法律・方針が打ち出されてきました。東日本大震災では、「東日本大震災復興基本法」

（時限立法）や「東日本大震災からの復興の基本方針」がつくられています。その中で、男女共
同参画や多様性配慮の視点の重要性が示されています。

２）数々の災害と政策の変化

1995 年の阪神・淡路大震災で初めて、避難生活中のプライバシーや暴力、雇用の問題など、
災害時の「女性の課題」が認識されました。しかし、それらの課題に対応する政策がつくられた
のは、2004 年の新潟県中越地震の発生後となりました。2005 年、「第２次男女共同参画基本計画」
で新たな取り組みを必要とする分野として「防災（災害復興を含む）分野」が加えられ、「防災
基本計画」には、男女双方の視点の重要性が記載されました。

その後、この二つの基本計画においては、改訂を経て、防災・復興における男女共同参画につ
いての記述内容が徐々に充実してきています。男女の異なるニーズ（男女双方の視点）に対応す
るだけではなく、防災の施策決定過程に女性の参画を促すこと、さらには多様性配慮の観点から
高齢者、障害者など多様な人々の参画も促すことと、政策がカバーする課題の範囲は拡大してい
ます。また、災害予防と避難生活だけではなく、応急仮設住宅や復旧・復興、防災まちづくりも
視野に入れ、より長期にわたって、災害におけるジェンダーの課題をとらえるようになっています。

図表 6‒1　男女共同参画の視点と防災・復興をめぐる政策の展開

作成：池田恵子
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２．防災・復興における男女共同参画をとりまく国内政策の現在　　　　　　　　　　

では、2013 年現在の「男女共同参画基本計画」と「防災基本計画」では、どのような方針が
示されているか、みてみましょう。

１）「第 3次男女共同参画基本計画」（2010 年）

　第３次男女共同参画基本計画では、雇用、保健、暴力、教育、男性・子どもにとっての男女共
同参画など 15 の分野で具体的な施策と目標が設定されています。防災（復興を含む）については、
第 14 分野「地域、防災、環境その他の分野における男女共同参画の推進」の４「 防災における
男女共同参画の推進」で述べられています。「被災時に増大した家庭的責任が女性に集中する」（２
章参照）ことが指摘され、「男女のニーズの違いを把握し、男女共同参画の視点を取り入れた防
災（復興）体制の確立を推進」することが謳われています。そして、具体的に次のような対策を
行うよう求めています。（付属資料 6‒1 参照）

• 施策の立案、実施に女性 ･ 高齢者・外国人等の視点を取り入れること
• 各種災害対応マニュアル等に男女共同参画の視点 を取り入れること
• 避難場所や災害ボランティア活動などの安全を確保すること
• 現場に女性を十分に配置 （消防、警察、自衛官等）すること

　また、同じく第 14 分野の２「地域の活動における男女共同参画の推進」では、「地域における
政策・方針決定過程への女性の参画拡大」、「男女共同参画の視点を踏まえた地域ネットワークの
構築」の必要性が打ち出されています。

•   PTA、自治会、消防団、商工会、社会福祉協議会、まちづくり推進協議会など地域にお
ける多様な政策・方針決定過程への女性の参画拡大

• 固定的な性別役割分担の意識を解消するための地域住民などに対する意識啓発

地域の自主防災を担う組織の多くは、自治会・町内会など地域自治のための地縁団体を基礎と
して形成されています。また、ＰＴＡ、消防団、商工会、社会福祉協議会、まちづくり推進協議
会も、防災や復興に関して役割を担います。しかし、これら組織の大半で中心的な役員は男性で
あり、活動についての意思決定の場に女性の参画が少ない状態です。これでは、防災体制に女性
の視点を反映することは難しく、性別を問わず誰もが災害時に能力を発揮できる地域づくりも実
現困難でしょう。固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、地域の自主防災活動を担う
組織に女性の参画を拡大していくことが急務といえます。
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２）「防災基本計画」（平成 24 年 9月改定）

「防災基本計画」では、計画全体の原則である総則の部分で、以下のように述べています。（付
属資料 6‒2 参照）

災害の種類ごとに編成されている個別災害対策編では、この原則が、広い範囲にわたる計画項
目において具体的に書かれています。「第２編　地震災害対策編」を例にみてみましょう。

まず、男女共同参画の視点が明示された計画項目を拾い出してみると、防災活動の推進（避難
訓練や自主防災組織の育成）、避難場所や応急仮設住宅の運営管理、物資の調達供給、地域の復旧・
復興の基本方針の決定、防災まちづくりと、災害発生前から災害時、災害後の長い時期にわたっ
ています。また、それぞれの計画項目で、女性や多様な立場の人々の意見が反映されるよう方針
の決定に参画すること、および男女双方や多様な立場の人々のニーズに配慮することがうたわれ
ているのがわかります。

以下に、「第２編　地震災害対策編」に記載された男女共同参画に関する項目を示しました。
より詳しい抜粋は付属資料 6‒2 にあります。

　①防災活動の推進
　　□防災知識の普及や訓練
　　　ü災害時要援護者を支援する体制を整備する
　　　ü被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮する
　　□消防団、自主防災組織の育成強化
　　　ü多様な世代や女性の参加を促進する、参加できるような環境を整える
　　⇒第１章 災害予防、第３節 国民の防災活動の促進、

都道府県防災会議に占める女性委員の割合 3.6％

女性委員のいない都道府県防災会議 12 県

全国の自治会長に占める女性の割合 4.3％
内閣府、2012、地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は
女性に関する施策の推進状況（平成23年度）」より作成

図表6‒2　防災分野における女性の参画状況（2011年）

地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防
災力向上を図るため，地方防災会議の委員への任命など，防災に関する政策・
方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者，障害者などの参画を拡
大し，男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立する必
要がある。 

「地域防災計画」総則（抜粋）
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　　　　　　 ２ 防災知識の普及（４）、訓練；３ 国民の防災活動の環境整備（１）

　②避難場所の運営管理
　　□避難場所の運営における女性の参画を推進する
　　□女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難場所の運営に努める
　　　ü女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置
　　　ü生理用品・女性用下着の女性による配布
　　　ü避難場所における安全性の確保
　　⇒第２章 災害応急対策、第５節 避難収容及び情報提供活動、２ 避難場所（２）

　③応急仮設住宅の運営管理
　　□応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤立死や引きこもりなどの防止
　　　ü心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営
　　□女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮する
　　□家庭動物の受入れに配慮する
　　□災害時要援護者の参画を促進する
　　⇒第２章 災害応急対策、第５節 避難収容及び情報提供活動、３ 応急仮設住宅等（３）

　④物資の調達・供給
　　□災害時要援護者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮する
　　⇒第２章 災害応急対策、第６節 物資の調達、供給活動

　⑤地域の復旧・復興の基本方針の決定
　　□男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進する
　　□障害者、高齢者等の参画を促進する
　　⇒第３章 災害復旧・復興、第１節 地域の復旧・復興の基本方向の決定

　⑥防災まちづくり
　　□障害者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備に努める
　　⇒第３章 災害復旧・復興、第３節 計画的復興の進め方　２ 防災まちづくり

３）東日本大震災からの復興に関する政策

　被災者の救済や生活再建、地域や産業の復興を担う政策には、「できるだけ早く、被災者の災
害前のくらしを取り戻す」ということだけでなく、「それまでよりも、地域を災害に強いものへ
と再生する」ということを目指す側面があります。それまで地域にあった不平等や格差を、復興
の過程で是正しながら地域を再生することが、災害に強い地域づくりには欠かせません。したがっ
て、復興の際にジェンダーや多様性に配慮する視点が不可欠なのです。
　このようなより良い社会をめざした復興という視点は、次に示すように、復興の基本的な方針
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にしっかりと組み込まれています。

「東日本大震災復興基本法」（2011 年 6 月）（抜粋）

「復興への提言～悲惨のなかの希望～」復興構想会議（2011 年７月）（抜粋）

　具体的な項目としては、「東日本大震災からの復興の基本方針」（2011 年７月）で、次の施策
があげられています。

「東日本大震災からの復興の基本方針」（2011 年７月）（抜粋）

一方で、東日本大震災・被災三県自治体の復興計画策定委員会（うち、外部の有識者を含めた
委員構成を行っている自治体のみ）への女性の参画状況をみると、女性委員の比率は平均 11％
にすぎません（復興庁記者発表資料（平成 24 年 6 月 19 日）「被災自治体に対する復興の過程に
おける男女共同参画の推進の働きかけについて」より）。

復興計画策定委員会に女性の委員構成比の規定を設けたり、女性だけが集まって意見を言いや
すい雰囲気の中で復興について議論・提言を行う「女性復興会議」のような仕組みを設けたりす
るなど工夫して、女性の意見を復興計画に反映させる必要があるでしょう。

（基本理念）被災地域の住民の意向が尊重され、合わせて女性、子ども、障
害者等を含めた多様な国民の意見が反映されるべきこと。

これまで地域に居場所を見出せなかった若者や、孤立しがちな高齢者・障害
者、声を上げにくかった女性などが、震災を契機に地域づくりに主体的に参
加することが重要。とりわけ、男女共同参画の視点は忘れられてはならない。

基本的考え方：復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進する。
施策①　災害に強い地域づくり　
　　　　⇒　高齢者、子ども、女性、障害者などに配慮したまちづくり
施策②　地域における暮らしの再生　
　　　　⇒　女性の悩み相談
　　　　　　若者・女性・高齢者・障害者を含む雇用機会
　　　　　　女性の起業活動
施策③　地域経済活動の再生（農業）
　　　　⇒　高齢者・女性の参画
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【附属資料 6-1】　第３次男女共同参画基本計画（平成 22 年 12 月 17 日　閣議決定）

第 14 分野　地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進

４  防災における男女共同参画の推進
施策の基本的方向 

　被災時には、増大した家庭的責任が女性に集中することなどの問題が明らかになっており、
防災（復興）の取組を進めるに当たっては、男女のニーズの違いを把握して進める必要がある。
これら被災時や復興段階における女性をめぐる諸問題を解決するため、男女共同参画の視点を
取り入れた防災（復興）体制を確立する。 

具体的施策 担当府省

ア 防災分野における女性の参画の拡大 
・  地域防災計画等に男女共同参画の視点や高齢者・外国人等の視点が反映され

るよう、地方公共団体に対して要請するなど、その推進を図る。 
・  防災分野での固定的な性別役割分担意識を見直すとともに、防災分野におけ

る策策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。 
 
イ 防災の現場における男女共同参画 
・  災害時における女性高齢者等の被災が多いため、防災施策の立案、実施及び

情報提供に当たっては、女性、高齢者、外国人等の視点も踏まえる。また、
緊急時における連絡体制の整備や、避難誘導等に関して平時からの高齢者、
外国人等に対する知識の普及・学習機会の拡充を図る。 

・  地方公共団体の災害に関する各種対応マニュアル等に男女共同参画の視点を
踏まえるよう支援を行う。 

・  男女の参画や、災害や防災に関する知識の修得を進める。また、固定的な性
別役割分担意識の見直し、方針決定過程への女性の参画の促進、及び女性
リーダーの育成など、男女共同参画の視点を取り入れることを推奨する。 

・  避難場所や災害ボランティア活動などの場において、安全の確保など男女共
同参画の視点からの配慮がなされるよう図る。 

・  消防職員・消防団員、警察官、自衛官等について、防災現場に女性が十分に
配置されるよう、採用・登用の段階を含めて留意する。また、平時訓練など
その職業能力の向上についても配慮する。 

 
ウ 国際的な防災協力における男女共同参画等 
・  「防災協力イニシアティブ」（平成 17 年１月 18 日）に基づき、国際的な防災

協力に当たっては、男女共同参画の視点を踏まえて援助を行う。

内閣府、
総務省
内閣府、
関係府省

内閣府、
関係府省

内閣府、
総務省

内閣府、
関係府省

内閣府、
関係府省

警察庁、
総務省、
防衛省

外務省、
関係府省
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【附属資料 6-2】　防災基本計画（抜粋）（平成 24 年９月　中央防災会議決定）

＊男女共同参画、多様性配慮に関する主な記載箇所を抜粋したもの
＊太字と下線は、筆者が加えた。太字は記載がある項目、下線部は記載内容。

 第１編　総則
第３章 防災をめぐる社会構造の変化と対応
○人口の偏在，少子高齢化，グローバリゼーション，情報通信技術の発達等に伴い我が国の社会
情勢は大きく変化しつつある。国，公共機関及び地方公共団体は，社会情勢の変化に伴う災害脆
弱性の高まりについて十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。とりわけ，次に掲げるよ
うな変化については，十分な対応を図ることとする。

（略）
・地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るた
め，地方防災会議の委員への任命など，防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場におけ
る女性や高齢者，障害者などの参画を拡大し，男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防
災体制を確立する必要がある。

 第２編　地震災害対策編
第１章 災害予防
第３節 国民の防災活動の促進
２ 防災知識の普及，訓練

（４）防災知識の普及，訓練における災害時要援護者等への配慮
○防災知識の普及，訓練を実施する際，高齢者，障害者，外国人，乳幼児，妊産婦等災害時要援
護者に十分配慮し，地域において災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努めるととも
に，被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。

３ 国民の防災活動の環境整備 
（１） 消防団，自主防災組織，自主防犯組織の育成強化 
○消防庁及び地方公共団体は，地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の
施設・装備・処遇の改善，教育訓練体制の充実，青年層・女性層を始めとした団員の入団促進等
消防団の活性化を推進し，その育成を図るものとする。
○地方公共団体は，自主防災組織の育成，強化を図り，消防団とこれらの組織との連携を通じて
地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また研修の実施等による防災リーダーの
育成，多様な世代が参加できるような環境の整備等により，これらの組織の日常化，訓練の実施
を促すものとする。その際，女性の参画の促進に努めるものとする。

第２章 災害応急対策
第５節 避難収容及び情報提供活動
２ 避難場所
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６　防災 • 復興と男女共同参画に関する国内政策

（２）避難場所の運営管理
○地方公共団体は，避難場所の運営における女性の参画を推進するとともに，男女のニーズの違
い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に，女性専用の物干し場，更衣室，授乳室の設
置や生理用品・女性用下着の女性による配布，避難場所における安全性の確保など，女性や子育
て家庭のニーズに配慮した避難場所の運営に努めるものとする。

３ 応急仮設住宅等
（３）応急仮設住宅の運営管理
○地方公共団体は，各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。この際，応急仮設住宅
における安心・安全の確保，孤立死や引きこもりなどを防止するための心のケア，入居者による
コミュニティの形成及び運営に努めるとともに，女性の参画を推進し，女性を始めとする生活者
の意見を反映できるよう配慮するものとする。また，必要に応じて，応急仮設住宅における家庭
動物の受入れに配慮するものとする。災害時要援護者の参画を促進するものとする。

第６節 物資の調達，供給活動
○被災者の生活の維持のため必要な食料，飲料水，燃料，毛布等の生活必需品等を調達・確保し，
ニーズに応じて供給・分配を行えるよう，関係機関は，その備蓄する物資・資機材の供給に関し，
相互に協力するよう努めるとともに，以下に掲げる方針のとおり活動する。なお，被災地で求め
られる物資は，時間の経過とともに変化することを踏まえ，時宜を得た物資の調達に留意するも
のとする。また，夏季には扇風機等，冬季には暖房器具，燃料等も含めるなど被災地の実情を考
慮するとともに，災害時要援護者等のニーズや，男女のニーズの違いに配慮するものとする。

第３章 災害復旧・復興
第１節 地域の復旧・復興の基本方向の決定
○被災地の復旧・復興は，地方公共団体が主体となって，住民の意向を尊重しつつ協同して計画
的に行い，国はそれを支援するものとする。その際，男女共同参画の観点から，復旧・復興のあ
らゆる場・組織に女性の参画を促進するものとする。併せて，障害者，高齢者等の参画を促進す
るものとする。

第３節 計画的復興の進め方
２ 防災まちづくり
○地方公共団体は，再度災害防止とより快適な都市環境を目指し，住民の安全と環境保全等にも
配慮した防災まちづくりを実施するものとする。その際，まちづくりは現在の住民のみならず将
来の住民のためのものという理念のもとに，計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし，将来
に悔いのないまちづくりを目指すこととし，住民の理解を求めるよう努めるものとする。併せて，
障害者，高齢者，女性等の意見が反映されるよう，環境整備に努めるものとする。
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　大規模災害が起きたとき、直後には公的な救援（救急医療・消防・水や食料の配
布など）はあまり望むことができません。したがって、被災者自身の家庭や職場で
の事前の備え、災害直後の救命救助・初期消火・災害時要援護者の避難支援といっ
た助け合い活動、避難所運営への参加・協力などが、被災者自身の命と健康の問題
に大きく影響します。とはいえ、災害時に決定的に重要な地域防災の担い手は高齢
化し、若者の地域離れも進むなどたいへん厳しい現状があります。
　災害に関わるジェンダー課題の重要性について理解を広げ実践を進めるためには、
地域や自治体が取り組んできた防災対策とその課題をよく理解した上で、地域社会の
変化の中で防災を担う人々のプレッシャーや悩みに寄り添うことが必要となります。

１．災害の被害と避難生活

１）大規模災害がもたらす被害

ひと口に災害といっても、その種類は、地震、風水害、土砂災害、高潮、津波、竜巻、火山の
噴火、雪害などの自然災害から、原子力災害や戦争・紛争などの人災まで、幅広いものです。そ
れぞれ、発生の原因やもたらされる被害の性質が異なりますので、地域特性に合わせた学習・訓
練が必要ですが、基本となる防災対策や心構えも重要です。

また、災害の範囲や程度が大きくなるほど、その被害は拡大する傾向にあります（図表 7‒2）。
たとえば大地震の場合を考えてみましょう。大地震では、災害直後に建物の倒壊や大型家具の

転倒などで亡くなる「直接死」だけでなく、大けがをする人、生き埋めになる人なども多く発生
します。こうした時に、被災した地域の消防力・救急力だけではとても対処しきれません。

 

　　

図表7‒1　阪神・淡路大震災の犠牲者の内訳

兵庫県のウェブサイトより浅野幸子作成

第７章　   地域とくらしを結ぶ防災基礎知識

兵庫県内の死者6,402人の分析。全体の死者は6,434人

犠牲者の性別
　男性　2,713 人
　女性　3,680 人
 （不明 9 人）
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道路・情報通信などを含む幅広いライフラインが大きな被害を受ければ、外からの救援が被災
地域に到着するのも遅れます。倒壊・焼失した家屋が多ければ、避難者の数が増えて避難所は人
であふれることになり、水や食料の不足、衛生やプライバシーの問題などが発生します。そして、
避難所の環境が適切に保たれなければ、心身の健康を害する人が増え、その結果として命を落と
す「震災関連死」の人も増えます。

さらに、阪神・淡路大震災では、復興期の仮設住宅や復興公営住宅での孤立・孤独死の発生、
仕事を確保することの難しさ、住民がもとの地域に戻ることができるまでに時間がかかる（結果
として、地域によっては戻らない人も増える）といった問題が起きています。

私たちは、このような大規模な災害の発生時に起きる問題・傾向を踏まえた上で、防災対策を
組み立てていく必要があります。

図表7‒2　拡大する災害の被害

図表7‒3　効果的な対策で災害の被害を減らす（大地震の場合をイメージ）

作成：浅野幸子

作成：浅野幸子
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２）避難生活の実態

①　避難所
　  　災害に見舞われたとき、「避難所」といわれるところにさえ行けば、誰かがすぐに助けて

くれると思ってしまっていないでしょうか？しかし現実はそう簡単ではありません。
　  　災害が発生したときに避難する場所には、自治体があらかじめ指定している「指定避難所」

と、自然と人々が集まった結果として避難所になる場所があります。　
　  　たいていの指定避難所には、自治体による食料や水の備蓄があります。ただし、各家庭に

少なくとも３日分の食料と水の備蓄があることと、早期に被災地の外から救援があることを
前提としていること、備蓄の保管場所と賞味期限の問題などから、避難所の備蓄の数には限
りがあります。そして実際の災害時には、外からの支援が安定して行われるようになるまで
に１週間以上かかる場合もありますので、それを前提に家庭と地域で備える必要があります。

　  　人口密度が高い地域で家屋やライフラインの被害が大きい場合には、多くの人が避難所に
詰めかけることで、避難所の環境が劣悪になる可能性が高まります。特に、ライフラインの
中でも上下水道が止まってしまうと、トイレをはじめとする衛生環境を適切に保つことが困
難となります。さらに、自治体の指定避難所であっても、支援のために派遣される職員は数
名程度が限界となるため、避難している人たちは、清掃・汚物処理・消毒・手洗いなどの衛
生管理や環境改善、食料や物資の調達・管理・配分、要援護者の支援、安全・安心の確保な
どに、互いに協力して取り組む必要があります。

　  　指定避難所ではなく、地域の集会所や倉庫、企業の施設など、指定外の場所を避難所とし
て過ごす場合には、避難した人同士の助け合いのみによる避難生活を送ることになります。
こうした避難所では、多数の人が集まる大きな指定避難所よりも過ごしやすい面があるかも
知れない一方で、物流が安定しない状況で買い物もままならない状態が長く続くと、指定避
難所のような公的な支援を受けることもできないため、厳しい生活を迫られることになりま
す。

　  　なお、多くの自治体が「指定避難所」の他に、「福祉避難所」といわれる災害時要援護者
を優先的に避難させるための避難所を災害時に開設するという計画を持っています。主に要
介護の高齢者や障害者などが対象として考えられており、福祉施設が指定されているケース
が多く見られます。しかし災害後すぐには受入れが難しいことや、要援護の被災者の数が福
祉避難所の受け入れ可能人数をも大幅に上回ることも予想されます。また、福祉避難所へ移
動するほどではなくても厳しい生活を余儀なくされたり、家族と一緒に過ごす方がよいと考
えられる要援護者もいますので、一般の指定避難所におけるバリアフリー化や多目的トイレ
の設置などをきちんと進め、要援護者が安心して過ごせるよう、居場所の区分けも考えてお
く必要があります。
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②　在宅避難
　  　さらに、避難所ではなく、自宅に残ったり親族・知人宅に身を寄せる形で在宅での避難生

活を余儀なくされる人もいます。特に、寝たきりの人、車椅子の人、目の見えない人、認知
症を患った人、知的障害の人や乳幼児がいる家族などは、避難所への移動ができないケース
や、避難所に行ったものの周囲への気遣いから、全壊や半壊の自宅に戻るという選択をせざ
るを得なかったケースもあります。

　  　しかし、これまでの大規模災害の被災地では、在宅避難者になかなか支援が届きませんで
した。ライフラインが止まっているために、困窮した在宅避難者が、お弁当やオムツなどの
急を要する物資を得るために避難所に行っても断られるという問題も実際に起きています。
このような問題は、自宅を失った人と自宅が残った人の間の感情のあつれきによる場合もあ
りますが、避難所の食料や物資を在宅避難者に配布してよいかどうかのルールがはっきりし
ていないことが大きな要因といえます。

　  　また、要援護者のいる世帯や乳幼児・妊産婦のいる世帯が在宅避難生活を送る場合の支援
について、取り決めを行っておくことも必要です。こうした取り決めを「避難所運営マニュ
アル」として各施設ごとにまとめ、地域の防災訓練でも内容を共有しておくことが望ましい
といえます。

図表 7‒4　被災者がおかれがちな状況

作成：浅野幸子
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３）避難生活におけるジェンダーの問題

１章と２章で解説したように、これまでの国内の大規模災害では性別をはじめ、多様な人へ配
慮した形での被災者支援や避難所の運営・環境改善、在宅避難支援が、うまく進まないという状
況がくり返し起こってきました。

一方、ごく一部ではあるものの、女性が避難所運営に参画してリーダーシップを発揮できた例
もあります。そうした避難所では、物資配布の円滑化、炊き出しの負担を分散する工夫、在宅避
難をしている要援護者への支援、外部からの多様な支援者との間の橋渡し、女性たちのニーズの
丁寧な掘り起こしなど、より円滑な避難所運営・被災者支援を実現していました。

しかし、日ごろから多くの地域で、地域組織・自主防災組織の役員や、自治体の管理職職員の
ほとんどを男性が担っているため、男女が対等な立場で一緒に物事を決めたり、組織運営を担う
という環境や文化はまだまだ根付いていません。そのことが、防災政策づくりや被災者支援にお
ける意思決定はもちろん、避難所の運営や復興まちづくりに、女性が参画して責任ある立場を担っ
て能力を発揮することを難しくしています。

もちろん、これまでの大規模災害の被災地において、多くの男性の救援関係者、地域リーダー
や自治体職員が、被災者のために苛酷な支援活動を全力で行ってきたことに間違いはありませ
ん。しかし、それで多様なニーズに十分こたえることができかたといえば、そうではなく、加え
て、そうした災害時の男性への過度な責任の集中・負担は過労や不幸な場合には過労死を招く可
能性もあります。

このように、防災分野においてジェンダーの視点が欠如することは、女性にとっても男性にとっ
ても不利益が大きいのです。すでに４～６章で解説していますが、防災活動・災害救援にジェン
ダーの視点を導入することは、もはや国際標準であり、国の防災基本計画でもはっきりとうたわ
れていますので、具体的な改善が重要となります。

２．災害時の助け合い活動と防災

１）「自助」「共助」「公助」もジェンダー・多様性配慮の視点で

日本では、防災関係者が市民に向けて災害対策の説明をするときに、「自助」「共助」「公助」
という言葉がよく使われます。この言葉は、個人・地域・自治体など公的機関におけるそれぞれ
の果たすべき取り組みを示していますが、大規模な災害の発生時には公的な支援（公助）はすぐ
には届かないという現実を広く住民・市民に伝え、物心両面の備えを促すことを目的に使われる
傾向にあります。ただ、それだけでは災害対策として不十分です。

確かに、大規模災害における困難を乗り越えるためには、やはり公助だけではまかない切れな
い側面がありますが、「自助」と「共助」の間にも、「共助」と「公助」の間にも互いに深い関係
があります。

この三つの言葉を通して、防災・減災の基本的な心構えや対応・支援のあり方について改めて
考えてみましょう。
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①　「自助」
　  　「自助」とは、自分と家族の生命・身体の安全や財産は、自分たち自身で守るという基本

的な心構えと、そのための具体的な対策の必要性を示した言葉です。大規模災害の直後は、
消防・救急・警察などが個々の被災者のもとにすぐに駆けつけることはできません。また、
安定した支援が行われるまでに数日から１週間程度かかることもあります。そのため、室内
安全化、食料や必要物資の備蓄などをしっかりと行っておく必要があります。こうして「自
助」で助かる人が増えれば、次の共助活動もより円滑に進みます。

　  　ただし、災害分野における「自助」は、「自己責任」とは異なります。たとえば重度の肢
体不自由な人に対して、津波から自分の力で逃げろ、といっても難しいことです。しかし、
自治体が作成している災害時要援護者名簿に自ら積極的に登録を申し込む、避難生活に必要
な物資について家族や支援者と相談して備蓄しておく、といったことは可能でしょう。「自助」
はあくまで、各自の災害への備えを促す言葉であって、その結果を厳しく問うものではあり
ません。

　  　なお、自助のための日ごろからの備えに役立つチェックリスト「減災グッズを備えよう！」
では、女性、高齢者、乳幼児、障害者、外国人、ペットとくらす人など、ジェンダー・多様
性配慮の視点に立った備えも提示されており、インターネット上で公開されています。これ
は、阪神・淡路大震災を受けて設立された防災専門機関が作成して改訂を重ねているもので
すので、ぜひ一度ご覧ください。

　

図表7‒5　自助・共助・公助の関係

作成：浅野幸子
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　　　※参考：「減災グッズを備えよう！」　
阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター
http://www.dri.ne.jp/download/documents/bousai_goods.pdf

　②　「共助」
　  　「共助」とは、災害直後は救援機関による支援はすぐには来ないことを前提に、救命・救

助活動、初期消火、避難誘導などに近隣の住民・市民同士で取り組むことの重要性を示した
言葉です。

　  　共助の重要性を示すものとして、阪神・淡路大震災の二つの事例を挙げることができま
す。まず、ガレキに生き埋めになった人のうち、約 80％の人は近隣の人たちによって救助
されたと推定されています（河田惠昭、1997、「大規模地震災害による人的被害の予測」、『自
然災害科学』16(1)）。また、火災発見直後に消火活動に参加した人は 30％、通報活動に参加
した人 9％、「消防が来ると思っていた」などの理由から傍観していた人 22％、避難した人
20％となっており、初期消火への参加者がもっと多ければ、大規模な火災延焼をより小さく
できた可能性があります（内閣府防災担当ウェブサイト、「阪神・淡路大震災教訓情報資料
集」）。

　  　避難所の開設・運営も共助で助け合う必要がありますし、たとえ避難所に行かなくても、
ガス・水道・電気・通信などのライフラインが止まってしまった場合には、近隣の人同士が
助け合いながら生活していく必要があります。復興段階でも、地域の人が参加してともに話
し合いを進めていく必要があります。

　  　さらに、「共助」の関係がうまく築けるかどうかは、外部からの支援を被災者自身が効果
的に受けることができるかどうかを左右します（地域の「受援力」）。どのような被災者が何
人ぐらいどういう状態で生活していて、個別のニーズはどういうものなのかという情報を細
かく収集し、自治体やボランティアに対して発信できるかどうか、支援を受け入れる体制が
あるかどうかで、得られる支援の質や量が変わってくるためです。

　  　ただし、共助の要とされる自主防災組織（自治会・町内会などを基盤とした地域の防災組
織）は住民の参加率が低く、担い手も高齢化しています。また、リーダーも年配の男性に固
定化しています。そのため、参加の呼びかけ方や、訓練・研修の仕方、学校や PTA など若
手との連携などを通して、広い世代・多様な人たちの参加を増やす工夫をしていく必要があ
ります。

　  　何よりも、共助の担い手に男性と女性の両方がいることは、外部からの多様な視点による
細やかな支援を受けることにつながるため「受援力」は高まり、地域の被災者の困難を減ら
すことに直結します。

　  　つまり、共助活動における男女共同参画とは「女性を男性と同じ内容の訓練に参加させれ
ばそれでよい」ということではなく、ましてや男女が別々の役割に徹して「女性には炊き出
しだけやってもらえばよい」ということではありません。男女がともに同じ立場に立って情
報収集や物事の取り決めを行い、助け合い活動を進めていくということなのです（詳しくは
この章の最後の３．をお読みください）。
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③　「公助」
　  　「公助」とは、自治体や消防機関などの公的な救援機関による救助や支援を指す言葉です。

国と地方自治体は、災害直後の救命・救助活動はもちろん、避難生活における被災者の生活
支援、応急住宅の支援、復興まちづくりと、応急対応から復旧・復興まで、状況の変化に応
じた支援に取り組むことになります。

　  　その支援の中で、ジェンダー・多様性配慮の視点にもとづいた防災対策と災害支援、復興
がしっかりと行われるよう先導するのは、「公助」の役割だといえます。脆弱な人たちへ的
確な支援が行きわたるような仕組みを、自助・共助の範囲だけで作ることは困難だからです。
生活再建が難しい人たちにこそ、「公助」による支援を行き届かせることが必要であり、そ
うすることが復興を早める近道でもあるのです。

　  　また、「自助」「共助」の力を住民・市民が身につけるための環境を整備・促進する役割も
あります。ただし、単純に「自助」「共助」の大切さを訴え、家庭の備蓄を促し、地域に対し
て救助・消火用の資機材を提供するだけでは、その責任を果たしていることにはなりません。

　  　住民・市民による共助活動の支援として重要な自主防災組織の育成ですが、共助でも触れ
たように、担い手不足、地域組織離れという現状の中で、自主防災組織への参加者は高齢化・
固定化しているため、多様な住民の参加を増やす工夫が必要です。自主防災リーダー向け研
修にジェンダーの視点を組み込む、学校と地域をつないだり、男女共同参画部署やセンター
と連携して、子育て世代やシングル・子どもを持たない夫婦だけの世帯などにも働きかけを
行っていくなど、これまでの取り組みを超えた、公助による支援・環境づくりが求められて
います。そして、１章の３．でも述べた通り、自治体の被災者支援体制そのものにも、男女
共同参画・多様性配慮の視点を組み込んで行く必要があります。

２）防災において「地域」が重視される理由

防災分野では、「地域」の重要性が強調されますが、それはなぜでしょう。
まず、大規模な災害の発生直後に公的支援が望めない状況を前提とすると、くらしの場である

「近隣」や「地域」を基盤に共助の仕組みを作ることが効果的だからです。
また、地理や産業の特性を含む地域のくらし・地域資源に最もくわしい基礎自治体と都道府県

が、防災対策や災害後の救援活動においても中核になる必要があります。たとえ災害直後で、基
礎自治体が十分に機能を発揮することが難しい状況でも、広域からの支援を受ける際の調整役を
果たさなければなりません。市町村と都道府県が、災害対策基本法にもとづいて策定義務を負う
防災計画も、「地域防災計画」と名付けられています。

さらに「地域」にはいろいろな範囲があります。いわゆる自治会や町内会といったごく狭い範
囲の地域の重要性はもちろん、多くの指定避難所は、複数の自治会・町内会の人が集まって運営
するということになるため、より広い範囲で地域をとらえる必要もあります。また、自治体の支
所・出張所が置かれている単位で地域をとらえることも重要です。特に広域合併をした自治体や、
人口密度が極めて高い大都市部では、こうした自治体の出先機関と各地域の連携が不可欠です。
加えて、医療機関や福祉施設、事業所や商店街、大学や専門学校などの多様な地域資源との連携
も重要です。
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このように「地域」を多層的にとらえて、効果的に防災まちづくりを進め、災害支援を考えて
おくことは、災害後の復興まちづくりに取り組む際の基盤づくりにもなります。

そして、こうしたそれぞれの「地域」すべてにおいて、女性の参画が重要です。そうすること
で、地域コミュニティにおける共助が実践的で活力あるものとなり、計画もより充実し、災害時
でも、女性の視点・くらしの視点に立つことで見えてくる被災者の多面的なニーズに、効果的に
応えていくことができるでしょう。

３．地域の防災対策を進めるために 

以上、くらしに直結する防災活動の現状について見て来ました。しかし、いくら「共助」や「地
域」が大切とはいえ、たとえば女性は炊き出し担当と決めつけてそれ以外は任せない、担わせな
いといったような形で協力や義務を強要したり、協力を呼びかけるようなやり方は、住民・市民
の参加を増やさないばかりか、妨げにさえなる可能性があります。そのような、人々の多様性や
主体的な意思を認めないやり方では、学校・医療機関・福祉事業所・企業といった重要な地域資
源との連携もうまくはいかないでしょう。

また、地域で多様な人たちと交流・協力しあう経験がないまま育ち、普段の生活にも不自由を
感じないという人たちが多くを占める現状では、地域離れも当然といえます。

したがって、地域の防災活動への参加者を増やすためにも、精神論だけで防災意識向上を訴え
たり、「担い手がいない」と嘆くのではなく、地域と関わることのメリットや楽しさ感じてもら
いながら、日ごろからのまちづくり・地域活性化活動への参加を促し、地域への関心と防災への
関心とをゆるやかにつなげて、育んでいく必要があります。

災害時の「共助」の力を高めるということは、すなわち地域社会・市民社会そのものの力を高
めることでもありますが、そのためには、主に次のような取り組みが効果的です。

①  応急救護・初期消火といった訓練に加えて、避難生活で生じる問題とその対策に
ついて多様な人の立場に立った形で学習・訓練する。

②  防災の課題に取り組む場に、女性をはじめ、子育て世代、青年、少年少女、要介
護の高齢者・障害者とその支援者（家族や福祉団体・事業所）など、多様な属性の人々
の参画を進めていく。

③地域の防災訓練を、学校との連携などを取り入れた多世代参加型の訓練にしていく。

地域で防災に関わる人たちが努力することはもちろん、自治体でも、学校と地域が連携しやす
いようにする、危機管理部門だけでなく男女共同参画・福祉・子育て・市民活動などの他部門と
も連携しながら地域の取り組みをバックアップするなど、地域の取り組みを支援することが必要
です。

こうしたことをすべて一度に進めるのは難しいかもしれませんが、共助活動の課題として、女
性や高齢者、障害者、子どもの目線で見た災害時の困難と対策について正面から取りあげていく
ことが重要です。介護予防、子育て講座、女性向け健康講座、学校での福祉学習など、幅広いテー
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マと防災を関連付けることでメリハリをつけるなどの方法で、参加する人や協力する人の輪を広
げていくことが可能です。そして、「今年は女性たち、来年は若者に訓練や学習会の企画・運営
を任せる」など担い手を毎年変えて、現在の役員の層の負担を分散させつつ、参加を増やすといっ
た工夫も大切です。女性も、地域の防災活動における自らの役割や能力を炊き出しなどだけに限
定してしまうのではなく、積極的に様々な役割と責任を担うことが必要です。

そして、人権意識の向上、福祉のまちづくり、男女共同参画の推進、多文化共生など、ソフト
の面で社会を強くしていくことも不可欠です。

１～６章で見てきたように、女性たちの地域における発言力が弱いことや、要介護の高齢者・
障害者の社会参画や施設のバリアフリー化が進んでいないこと、子どもや女性の人権が軽視され
暴力の問題などが絶えないこと、多文化共生への理解が低いこと、仕事と生活の調和が進まず家
事・育児・地域活動への参加が難しいことなどの状態は、大規模な災害が発生した時の被災者の
生活をより困難なものにします。

したがって、地域での防災訓練・研修に、男女共同参画センターや社会福祉協議会、NPO セ
ンターなどを経由して講師を招いて、自主防災組織関係者の中で理解を広げたり、普段は防災訓
練に参加することがなさそうな世代に関心を持ってもらえるテーマを考える、といった取り組み
も必要です。
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　災害とジェンダー・多様性配慮の課題について、政策形成の場や防災活動の現場
で具体的に取り組みを進めるためには、多様な場づくりとそれを可能とする人材、
そして災害時でも実際に対応できるようにするためのプログラムや教材が必要です。
　８章では、今後どのような場づくりが求められるのかについて考えます。
　なお、本テキストでは「ジェンダー」という用語を使用していますが、現場での
取り組みの推進にあたっては、「災害と男女共同参画」「男女双方の視点」「災害と男
女共同参画・多様性配慮」など、わかりやすい表現を使用することも大切です。

１．実効性のある取り組みのためのポイント

１）「災害とジェンダー・多様性配慮」の視点がもたらす大きな可能性

これまでの章で述べてきたように、日ごろ個人・地域・社会が持っている問題や格差、弱みや
強みが、そのまま拡大して反映されるのが「災害」が発生したときです。

実際に、過去の国内の大規模災害では、女性、妊産婦・乳幼児、さまざまな障害や病気を持っ
た人などに対する効果的な支援が行われてきたとは言い難い状況で、さまざまな問題がくり返し
起こってきました。その根底にあるのが、社会的に発言力を持つことが難しいこうした人たちの
視点が、地域防災活動や防災政策の場に生かされてこなかったという問題です。

逆に言えば、日ごろからの男女共同参画の推進、福祉・人権尊重のまちづくり、多文化共生の
推進などを総合的に進めていくことが、防災力の向上にも直結するのです。

災害はあらゆる世代や立場の人が関心を寄せるテーマですから、防災という切り口を生かして、
人権・男女共同参画・福祉などを実践的に理解し、世代間交流を進めることで、地域の力を総合
的に高めることができます。以下にあげた、具体的な取り組み目標の例を参考に、自治体・地域・
団体の人材育成と効果的な政策や支援体制を、着実に積み上げていくようにしましょう。

　
〈取り組み目標の例〉

・  自治体の危機管理・防災担当者が、防災計画の見直し、避難所マニュアルの策定・見直しに
あたって、女性（男性）・子ども、障害者やマイノリティの視点での対策を、実際の災害時
にも対応できるようにしたい。

・  自治会・町内会／自主防災組織などを基盤にしつつ、実際の災害時に役立つ形で地域の防災
力の向上を図りたい、女性・若者の参加を増やして活性化したい。

・  自治体職員・男女共同参画センター職員・市民リーダーなどが、自主防災組織向け研修、市
民防災リーダー育成講座、住民・市民への防災意識啓発などの事業を推進するにあたって、
女性・子ども・障害者・マイノリティの問題を含めた、被災生活の困難と必要な対策につい
て総合的に理解し、他者にも説明できるように、人材育成をしたい。

第８章　   現場での取り組み推進に向けて
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・  災害時には、DV 問題や子育て、医療、福祉など、災害支援に関係の深い専門団体・専門家
などに、専門性を最大限発揮して被災者支援にあたってもらえるようにしたい。

・  人権教育や福祉のまちづくり・多文化共生のまちづくりと防災を結び付けることで、子ども
も大人も含めて、より効果的・実践的な学習の場づくり人づくりをしたい。

　
２）現場での取り組み推進にあたっての配慮点

「災害とジェンダー」というテーマは、とても重要で発展性のあるものですが、同時に、伝え
方によって誤解を招きやすいテーマでもあります（女性と男性を対立的にとらえてしまう、男性
とは関係のないテーマであると思われるなど）。

このテーマをより効果的に生かすためにも、研修・講座の対象者や新たに巻き込みを図りたい
人や組織の分析を丁寧に行い、下記のようなポイントをおさえて実施します。

特に、災害時に住民・市民の共助の要とならざるを得ない地域コミュニティは、現在、高齢化
や担い手不足で、地域組織の維持自体が厳しい環境におかれていることが多い上、災害時要援護
者の避難支援の問題など、山積した課題に苦慮しています。したがって、そうした状況に寄り添
いながら、男女共同参画の視点を持つことで、担い手を増やし、災害時の女性や子ども・要援護
者の困難を改善することにもつながり、男性リーダーたちの責任・負担の集中も軽減できるよう
にしていくことの重要性について丁寧に説明するようにします。

　〈配慮のポイント〉
①  女性（男性）の災害時の困難や対策の重要性について理解してもらえるよう、その

過程を丁寧に支える（災害と男女共同参画課題の全てに向き合うことは、価値観の
転換を求められる経験でもあるため）。

②  対象と目的に応じて、伝えるポイントの重点を考慮する（たとえば、女性の防災リー
ダーを育成する場合と、地域の自主防災を担ってきた中高年以上の男性を対象とす
る場合とでは、課題の呈示の仕方や、使用する単語の使い方などを意識的に変える）。

③  目的により研修名や演題も変える（例：女性のエンパワメントが目的なら「災害と
女性」、地域の男性リーダーの巻き込みが目的なら「男女双方の視点で地域防災力アッ
プ！」など）。

④  災害時の女性の困難を的確に理解してもらうための要点を押さえつつも、「男性 VS
女性」という対抗的構図を作ってしわないよう気を付ける（とりわけ地域コミュニ
ティで話す場合に重要）。

⑤  地域リーダーたちがすでに抱えている困難もともに考えながら、男女共同参画の視
点を提示する。女性のためだけのテーマではなく、地域全体のメリットであること
を伝える。

⑥  男女共同参画の課題を受け入れやすくし、実践につなげるよう、具体的な解決策・
対策の方向性も必ずセットで提示し、現場を疑似体験できるシミュレーションやワー
クショップなど（参加型アクティビティ）も取り入れる。

⑦  防災や地域活動に関わりの浅い市民に対しては、共助の重要性も併せて伝えるよう
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にする（個人の学びに終わらせない工夫）。
⑧  日常のくらしにある男女共同参画の課題（介護や子育て、就労、地域参加、暴力な

ど人権の課題）の延長上に災害時の男女の困難が存在することを示し、平常時の男
女共同参画の推進の重要性を説明する。

⑨  自治体の防災体制や、地域の自主防災活動に男女共同参画の視点をすでに導入して
いる事例を多く紹介し、実践することが現実的に可能であるということを伝える。

⑩  連携すべき人や組織の担当者・代表者が、互いに知り合える機会を作るようにする（防
災分野の男女共同参画は、組織やコミュニティ全体の仕組みや意識を変えていく必
要があるため）。

２．対象と実践・連携の現場を具体的にイメージする

１）対象

研修の対象となる人は、以下のように幅広くとらえることができます。目的に沿って対象と内
容を考え、さらに、連携して効果があると考えられる人や組織への声のかけ方も考えます。
（  例：男女共同参画セミナーに危機管理担当者にも来てもらってともに理解を深める、自主防

災リーダー向け研修に民生委員にも参加をよびかけ、災害時のジェンダー・多様性配慮の課
題と対策について学ぶ時間をつくるなど。）

　
・自治体の危機管理・防災担当部署
・自治体の男女共同参画担当部署
・自治体のその他の部署（特に福祉・子育て・教育・地域振興などを中心に網羅的に）
・男女共同参画センターの職員
・自治会・町内会／自主防災会などの地域組織
・女性団体・女性支援団体や関係する分野の専門家

写真8 ‒１：  「すべての人が使いやすい避難所」に
関する講演の後で、運営体制の見直し
を議論する地域の人々。立場別（自治
会役員、地域の自主防災組織役員、地
域の女性グループのメンバー、PTA、
老人クラブ、民生委員など）に分かれ
て議論したあと全体で共有し、避難所
運営マニュアルに反映した

撮影：池田恵子
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・災害ボランティア・市民団体
・民生・児童委員、社会福祉協議会や障害者団体はじめとした福祉関係団体・事業所
・保育・医療関係者
・学校・大学、議員、一般市民

２）実践と連携のイメージ

次に、こうした人・組織と実際にどのように連携していけばよいのかについて考えます。
まず、災害対策の中核を担っているのは、言うまでもなく自治体の危機管理・防災担当部署で

す。また、市民生活の立場では、自治会・町内会 / 自主防災組織がその中核を担っているととら
えられてきましたし、現在でも防災上の要であることは間違いありません。そのため、自治体の
危機管理・防災部署はこれまで主に自治会・町内会 / 自主防災会に働きかける形で、ともに地域
防災の取り組みを進めてきました。

しかし阪神・淡路大震災以降、度重なる災害を経験する中で、大規模災害後の避難生活・生活
再建における問題の長期化と複雑化の傾向が明らかになり、医療・福祉・保育・教育・雇用労働・
男女共同参画・市民活動など、あらゆる分野と関わる形で、総合的な取り組み・支援が必要であ
ることがわかったのです。

災害支援に関わるボランティア・NPO/NGO については、これまでの蓄積から災害（防災）ボ
ランティアという形でボランティア間の相互の連携も進みました。また、自治体による災害時の
ボランティア活動の重要性に対する認識も一定の浸透を見せ、中には専門性の高い人材を持つ団
体も存在していることなどから、特に都道府県を中心とした自治体との連携が徐々に進んできて
います。

では、災害とジェンダーに関わる分野ではどうでしょうか。阪神・淡路大震災の際に女性団体
の努力により、災害時に女性たちが直面する困難の問題が提起されましたが、その後に発生した
新潟県中越地震を受けて 2005 年にようやく、国の「男女共同参画基本計画」「防災基本計画」に“男
女双方の視点”“女性の参画”の必要性が明記されました（６章参照）。その後、各地の女性団体
や男女共同参画センターなど女性関連施設が主導する形で、災害とジェンダー課題についての学
習会などが各地で少しずつ取り組まれてきました。

東日本大震災の際には、被災地の男女共同参画センターと女性団体が早い時期から、女性や子
育ての目線に立った被災者の支援活動を開始し、全国各地のセンターや女性団体も、女性の目線
での被災地支援に取り組みました。こうした動きの大きな後押しになったのは、それまでの学習
活動の蓄積といえるでしょう。

今後、災害とジェンダー課題に対する認識を広げ、より適切な支援ができる体制づくりや人材
育成のためには、自治体の男女共同参画関連部署や男女共同参画センター・女性団体などの関係
者が単独で学習会や人材育成を実践するだけでなく、自治体の危機管理・防災部署や他の部署、
地域組織、災害ボランティア、NGO/NPO、医療・福祉などの専門家・団体、学校などとの協働
による取り組みがとても重要です。
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３）目標・対象のイメージから浮かぶ講演・ワークショップの演題例

「ジェンダー」という言葉は大切ですが、言葉自体が十分に浸透していない可能性や、誤解や
抵抗を生むことも考えられます。また、市民向けの研修の場合は特に、男性でも参加しやすいよ
うに、「男女共同参画」、「男女双方の視点」、「女性＆男性の視点」などとかわりやすく表現したり、
参加を増やしたい対象者が関心をもつテーマを取り入れるといった、工夫することも考えましょ
う。とはいえ、ジェンダーという言葉が、市民に正確に理解され、浸透することは重要ですので、
無理のない範囲で使用しながら、その内容を正確に丁寧に説明していくことも大切です。

・男性の地域リーダーやキーパーソンの参加を促し、理解者を増やしたい場合
　　例　「男女双方の視点で考える防災」

「地域防災力を左右する女性＆男性の連携とは？」
・女性を対象に関心を高め、防災分野で力を発揮できるようにしたい場合

例　「災害対策に女性の視点を取り入れるために」「災害と女性のエンパワメント」
「女性の参画とリーダーシップで防ごう！災害時の生活困難と暴力」
「ジェンダーの視点から災害対策を考える」

図表  8 ‒1　従来からの防災分野の連携と東日本大震災におけるジェンダー視点の支援活動

作成：浅野幸子
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・子育て世代の参加を促したい（一部でよいので地域との関係の大切さも盛り込む）
例　「女性・男性・家族の視点で考える防災」「妊産婦・乳幼児に必須の災害対策」

・自治体職員や専門職向け研修でしっかり学んでもらいたい
例　「男女で異なる被災経験の違い～実践的な災害対策・支援を進めるために」

「災害支援で直面する困難 ― 職員に求められる男女双方の視点とは？」
「災害時の女性と子どもに対する暴力問題とその対策」
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　９章と 10 章では、災害とジェンダー分野の取り組みの推進と人材育成にあたっ
て求められている研修プログラムと教材について考えます。
　この９章では、研修プログラムについて検討しますが、三つの目標段階を設定し、
それにあわせて必要な研修を実施できるよう内容を提示します。実際に各地で実施
した研修の事例についても、目的や対象別に分けて、プログラムの概要とともに紹
介しています。対象は、地域の住民、女性団体、ボランティア、自治体職員など幅
広くとらえています。トレーナー養成研修のためのモデル・プログラムも提示します。

１．研修の目標

研修プログラムを考えるにあたり、研修の獲得目標を三つの段階に設定しました。
それは、災害とジェンダー課題についての①気付き、②実践力、③場づくり力をそれぞれ育む

ことです。②の実践力には幅があるため、研修の対象者の経験（防災分野での活動経験があるか
どうかなど）や研修時間の長さにより、その達成度は変わります。

また研修のタイプとしては、Ａ一般研修と、Ｂトレーナー養成研修があります。
Ａ一般研修は、主に①気づきに力点を置いており、対象者を一般市民・住民から自治体職員、

専門家などまで幅広くとらえています。単なる個人学習にとどまらせることなく②実践力へとつ
なげるよう、災害時の状況を疑似体験するようなシミュレーションやワークショップも取り入れ
る工夫をしています。

Ｂトレーナー養成研修は、②実践力を高めること、さらには③場づくり力まで身につけること
を目標としています。

目標段階 具体的な獲得目標

Ａ 

一
般
研
修

①気づき

災害・防災体制における男女共同参画の重要性に関して、基礎知識と
問題の構造をしっかり理解することで、他者を尊重する意識・受容感
覚とともに、多様な人と連携・協働しようと考えることができるよう
になる。女性の参加者は防災分野への参画の意欲・意思が、生まれる・
育つ。

②実践力
政策形成や防災・災害支援の現場での活動を前提とした、実践的な思
考力・判断力・連携力が身につく。女性の参加者は政策形成過程や地
域防災活動への参画力が身につく。Ｂ 

ト
レ
ー
ナ
ー

 

養
成
研
修 ③場づくり力

多様な学習・研修の場づくりやトレーニングができるようになる。特
に、災害とジェンダー課題に対する、男性の理解者の広がり・地域へ
の浸透が、防災分野での女性の参画や地域防災力向上のカギとなるた
め、男性を対象に場づくりができる力も重視。

図表9 ‒1　「災害とジェンダー」研修プログラムの目標設定

第９章　   「災害とジェンダー」研修プログラム
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２．研修の実施事例

講座や研修を実際に企画する際の参考となるよう、場面別・対象別のポイントと、具体的な実
践事例を紹介します。

８章でも解説しましたが、講座や研修のプログラムを組む際には、対象とする人たちの特性や
潜在的に求めている事柄などを想定し、研修内容が受け取りやすい形になるようにする、実践に
つながりやすいアクティビティを用意するなどの工夫をする必要があります。また、その場限り
の個人の学びに終わってしまわないよう、キーとなる人や組織を紹介し、関係者同士をつないで
いくこともとても重要です。

特に自治体の場合、男女共同参画部署と危機管理・防災担当部署が、互いに連携できているこ
とが重要です。また地域防災活動にジェンダーの視点を定着させていくには、自主防災組織の役
員や自治区の区長などの地域リーダー、民生・児童委員、地域に根差した女性組織のリーダー、
PTA 関係者などにも、一緒に学んでいただく機会を積極的に作っていくことが不可欠です。

さらに、多世代・多様な立場の人の交流機会をあわせてつくったり、地域の防災訓練や学習会
に参加する機会が少ない、乳幼児を持つ世帯、障害者世帯、外国人の人など、対象別に場づくり
をするということも有効です。

１）市民向けの男女共同参画セミナーや講座など

男女共同参画センターや男女共同参画担当部署が主催したり、公民館や生涯学習センターの企
画の一環で開催されるような講演会・講座・研修などは、広く一般市民を対象とするケースが多
いため、通常の講座などと同様に開催すると、個人の学びで終わってしまう可能性が高くなります。

そこで、研修で提供する内容面での工夫（地域・ＰＴＡ・市民活動など、何らかの「つながり」
に関心を持ってもらうようにするなど）と、災害とジェンダー課題について、必要性を切実に感
じて実践してもらうことができるキーパーソンに、参加を呼びかけるといった取り組みが期待さ
れます。

　　ポイント：
　　　・  自治体の防災・危機管理担当者にも参加してもらうようにし、短時間でよいので、

災害対策の基礎的な話と「女性の参画」について触れてもらう形で連携する。
　　　・  できるだけ、民生委員、自治会、女性団体リーダー、社会福祉協議会、防災ボ

ランティア関係者などのキーパーソンにも参加を呼びかける。
　　組み立て例：
　　　講演＋自治体の危機管理・防災担当者のお話＋簡単なワークショップ＋質疑

２）女性団体、被災者支援・女性支援に関わる専門家を対象とした研修
　
ここでは、さまざまな女性団体関係者や男女共同参画センター職員など、男女共同参画領域で

のリーダーシップの発揮が期待される人たちを対象としています。しかし、災害時に直接被災者
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支援に携わることが想定される人・組織・専門職関係者においても、災害時のジェンダー課題に
ついて学ぶ機会は少ないため、そうした人たちに仕事の中にこの視点を取り入れていってもらう
ことができるよう、入り口としての学習機会づくりを進めていくことも重要です（災害ボランティ
ア・相談員・医師・看護師・保健師・助産師・保育士・教員など）。対象によって、関心の高い情報・
現場で役立つ情報を盛り込むようにします。

　
Ｐ県＝県域の各種女性団体連絡協議会主催の研修。
　　　 ２時間×２日間で実施。県女性団体連絡協議会に加盟している女性団体の約

70 人のリーダーが参加。
１回目 ― 基礎知識（講義）と避難所運営ワークショップ
２回目 ― 災害時の暴力問題（講義）と暴力防止のワークショップ

３）危機管理・防災担当部署が中心となって開催する住民・市民向けの研修・講座

自主防災リーダー研修、地域への防災出前講座、防災講演会などです。防災に関する基礎的
な話の中に、女性・子ども・要援護者のそれぞれの困難の問題と、自治体としての対策（備蓄・
避難所運営上の配慮・相談支援など）について説明する時間を設けます。そして特に住民が共
助活動を行う上で、女性たちがしっかりとリーダーシップを発揮できるようにしておくことが、
効果のある被災者支援を災害時にできるかどうかを左右するのだということを共有することが
大切です。

　　ポイント：
　　　・地域防災に新しい視点を入れたいという住民の潜在的ニーズを掘り起こす。
　　　　（「 女性や子育て世代を巻き込みたい」「女性の困難や子育て・介護に関わる困難の対

策についてきちんと考えたい」「多様な立場で多様な危機感をそれぞれが抱えてい
る現状を地域防災活動への参加に結び付けたい」など）

写真 9 ‒1：  避難所における女性と子どもに
対する暴力問題への対応方法に
ついて、ケースメソッド教材を
使って熱心に話し合う女性たち

撮影：浅野幸子
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　　実施事例：
　　　Z 県＝ 県全域の自主防災リーダー約 70 人対象の研修（２日間）のうちの、１コマ 90 分

を使って実施。前半は基礎知識、後半は避難所運営の簡易シミュレーション教材
を使って、災害時のマネジメント問題を疑似体験。対策の方向性も共有した。

　　　Ｓ市＝  市内の自主防災会リーダー約 30 人を対象に１日実施。午前は講義で基礎知識を
学び、午後はグループを作り、十分な時間をかけてと避難所運営のワークショッ
プを実施。実践的な思考力・判断力を身に付けてもらった。

　　　Ｄ市・  Ｆ町など＝自主防災会、自治会・町内会を中心に、消防団、女性団体、民生児童
委員など関係者に呼び掛けた防災講演会として実施。百数十人～数百人が参加。
時間は１時間半前後。基礎知識（１時間前後）と避難所運営の簡易シミュレーショ
ン（20 ～ 30 分）で災害時のマネジメント問題を疑似体験し、女性の参画の必要
性や災害時の暴力防止問題についても考えてもらった。

４）自治体職員向け研修 

災害支援に求められることは、「総合的な視点」と「柔軟な連携」です。大規模災害では自治
体組織・職員も被災します。また、被災者支援は、くらしの課題のあらゆる側面に目配りする必
要があります。それでも膨れ上がる多様な被災者ニーズを前に、自治体として支援活動を実施し
ていくことができるよう、男女共同参画の視点による防災について、さまざまな部署間において
共有しておくことが重要です。災害時に支援活動にあたる職員を支える仕組みについても考えて
もらうようにします（小さな子どもを抱えた女性職員や公務員同士の夫婦の子どもの保育問題・
過労対策など）。

下記の実施事例では、災害とジェンダーに関する基礎知識に加えて、避難所運営などのワーク
ショップなどを組み込んで、実践的な内容としました。

　　実施事例：
　　　＊ Ｃ県の男女共同参画センターが、毎年実施している県内の自治体職員向け研修に講師

を派遣した例（男女共同参画・防災両担当に参加をよびかける）。
　　　＊  男女共同参画担当者が、人事課などなど職員研修担当部署と連携して企画した、市職

員向け研修に講師を派遣した例（庁内のさまざまな部署から横断的な形で 50 人・70
人といった規模で参加）。

　
５）地域交流型／対象別アプローチ型の研修の場づくり

■地域交流型
　同一地域で、多様な世代や多様な立場の人たちが、交流する形で訓練や研修を実施するも
のです。子育て世代の巻き込み、学校との連携、子どもの自治会とのふれあいも含めた次世
代育成が可能となります。特に災害時に避難所に指定されている施設を使うと、実践的な訓
練とります。下記以外にコラムも参照下さい。
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Ｕ市Ｇ地区＝ 東海地震で大きな津波被害が予測される中、地域防災活動への女性と若者の参加拡
大を模索していた。そこで、地域の学校の体育館に住民が集まり、大型ワークショッ
プを実施。避難所で女性や子ども・要援護者を中心に、被災者が直面する問題につ
いて知識を共有した後、地区ごとに男女・多世代の住民が輪を作って避難所運営に
ついて議論した。若手の女性たちも積極的に手をあげて、グループの協議内容を発
表する場面も見られた。

■対象別アプローチ型
　 　妊産婦、乳幼児のいる家庭、障害者団体、外国人など対象別に、関心・ライフスタイルに

則した学習機会の提供を行うことで、地域交流型ではアプローチが難しい人たちに情報を提
供できます。地域活動や多様な市民団体（子育て NPO や当事者団体など）との関わりの価
値も併せて伝えることで、その後の関係性の構築を図ります。

　　例：  妊婦の検診での災害時の備えについての情報提供（備蓄・室内安全化など）、両親学
級でのミニ防災講座、子育て NPO と共催の親子防災講座、障害者やその支援者向け
の講座、外国人や外国人支援者向けの講座・研修

写真 9‒2：  地域の防災訓練で、避難所運営
の課題について地区ごとに話し
合った結果を報告する女性

撮影：池田恵子
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３．モデル研修プログラム

 パターン１：１時間半～２時間・目標段階①

１時間半では十分にアクティビティに時間が取れないため、最低でも２時間の確保が理想的で
す。防災分野への関わりが未経験であっても、実践の芽を育むことは可能ですが、地域の防災リー
ダーなど、すでに経験と活動の場がある場合は、特に直接実践へと結び付きやすくなります。

 パターン２：２時間半～３時間・目標段階①～②

学んだことを自分のものとしてより一層理解を深め、具体的な実践を後押しする。政策形成過
程への参画力を養いたい場合は、※を組み込むとよい。アクティビティとまとめ・意見交換にしっ
かり時間を確保します。

時間 内容 ねらい

（50 分 ～）
60 分強

基礎知識
（防災の基礎・男女で異なる被災経験・
国の政策概要・事例など）

実際の災害現場を、地域防災課題とと
もに理解することで、政策形成・地域
実践への参画力の基礎を築く

（30 分 ～）
50 分

アクティビティ
 （避難所運営・被災者支援に関するシ
ミュレーション教材やイラスト教材を
使った個人・グループワーク）

実際に被災した場面を想定し、マネジ
メント課題について考えることで、学
習した内容について体感的な理解の深
化を図る

10 分前後 質疑応答

時間 内容 ねらい

60 分
基礎知識

（防災の基礎・男女で異なる被災経験・
事例など）

実際の災害現場を、地域防災課題とと
もに理解することで、政策形成・地域
実践への参画力の基礎を築く

40 分※ 災害と男女共同参画に関する
国内政策と国際動向

政策形成過程への参画力を得られる。
実践の幅を広げることができる

60 分
アクティビティ 

（避難所運営・被災者支援に関するシ
ミュレーション教材やケースメソッド
教材を使ったグループワーク）

実際に被災した場面を想定し、マネジ
メント課題について考えることで、学
習した内容について体感的な理解の深
化を図る

20 分
（～ 30 分）

全体のまとめ・質疑応答・参加者によ
る意見交換・交流

アクティビティで引き出した能動性を、
まとめ・質疑・参加者間の交流によって、
実践へとつなげる
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 パターン３：１日・目標段階②

参加者が実践することを前提とした内容です。対象のイメージは、地域防災リーダー、自治体
職員、男女共同参画センター職員、女性団体、福祉関係者、災害支援ボランティアなどで、対象
により構成と時間を組み替えます。相談員や医療職など専門性が高い人を対象とする場合は、午
後のワークショップの内容を専門領域に合わせます。半日×２日間の設定でもよいでしょう（た
だし間はあまり空けない）。

モデル・プログラム（あくまで参考としてのイメージです）

時間 内容 ねらい

A）60 分～90 分
基礎知識

（防災の基礎・男女で異なる被災経験・
事例など）

地域防災リーダーの場合、事例の紹
介を丁寧にし、要援護者支援もここ
で簡単に組み込む

B）30 分～ 50 分 災害と男女共同参画に関する
国内政策と国際動向

政策関係者、被災者支援に関わる専
門職・ボランティア向け

C）30 分～ 90 分
アクティビティ１ 

（避難所運営・被災者支援に関するシ
ミュレーション教材やイラスト教材
を使ったグループワーク）

地域防災リーダーの場合避難所運営
のワークショップを 90 分、自治体職
員や専門職の場合は 30 分程度とし、
他の時間を増やす形にしてもよい

D）40 分～ 60 分

災害時要援護者と多様性配慮につい
て

（障害者、慢性疾患・アレルギー疾患、
妊産婦・乳幼児・子どもと少年少女・
外国人・性的マイノリティ）

多様な立場の人の困難と、対応の方
向性、関連情報を学ぶことで、多様
な世代や専門領域の人との連携も可
能となる

E）60 分～ 90 分
アクティビティ２

（ケースメソッド教材を使い、専門分
野に生かせるテーマでグループワー
ク）

災害支援者の関わり方、災害時の暴
力問題、仮設住宅支援、母子家庭支
援などテーマ別に実施

F）30 分～ 60 分 各地の実践と取り組みポイント

G）20 分～ 40 分 まとめ・質疑・参加者の意見交換・
交流

対象 メニューの組み合わせ

自主防災リーダー ［午前］A）90 分前後＋質疑・情報交換 10 ～ 30 分
［午後］C）90 分＋ F）30 分＋ G）30 分

自治体職員・
政策提言団体など

［午前］A）60 分＋ B）50 分＋質疑 10 分
［午後］C）60 分＋ D）40 分＋ F）30 分＋ G）20 分

男女共同参画センター職員
・女性団体など

［午前］A）60 分＋ B）50 分＋質疑 10 分
［午後］C）40 分＋ D）40 分＋ F）40 分＋ G）30 分

専門職・災害ボランティア
・女性支援団体など

［午前］A）50 分＋ B）60 分＋質疑 10 分
［午後］C）0 ～ 30 分＋ D）40 分＋ E）60 ～ 90 分＋ G）20 分
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 トレーナー養成研修

モデル・プログラム（２日間）

※ごく簡単な実践計画づくり、アクティビティ２の教材の事前の読み込み
■ 座学　□アクティビティ・参加型学習

1日目 2日目
　　詳しく知る

→　見方を広げる
　　コミュニケーションを考える

→　共につくる

研修の全体説明 （20 分） 1 回目の振り返りと本日の流れ （20 分）

セッション１
　　わたしと男女共同参画 

□自己紹介など （30 分）
　　（アイスブレーキング兼ねる）
■防災基礎知識 （40 分）
■男女共同参画とは？ （30 分）

セッション４　
　　国内外の動向・政策と支援

■国際動向と国内政策 （50 分）
　　（災害支援の国際基準も含む）
■災害支援で求められる
　男女共同参画の視点 （50 分）

＜昼食休憩　60 分＞ ＜昼食休憩　60 分＞

セッション２
　　災害と男女共同参画・多様性配慮 

■男女で異なる被災経験 （60 分）
■災害時要援護者と
　多様性配慮課題について （60 分）

セッション５　
　　アクティビティ ( ２)

■教材の紹介 （20 分）
□ケースメソッド （70 分）
　（例）「  女性と子どもへの暴力の対策を
　　　　支援事業に含めるべきか？」

＜休憩　10 分＞ ＜休憩　10 分＞

セッション３
　　アクティビティ（１）

□簡易シミュレーション （80 分）
　（例）「  もしもあなたが避難所リーダー
　　　　自治体派遣職員）だったら？」

セッション６
　　共につくっていくために　　

■各地の取り組み・働きかけのポイント
　フィールドのイメージづくり （40 分）
□実践に向けて （60 分）

質疑・意見交換・宿題（※） （30 分） ふりかえり・評価など （40 分）
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＜カギとなる自主防災組織＞
大災害の発生時に、まず現場で活動を開始し復興まで関わるのは地域の自主防災組織

です。自主防災組織が、男女共同参画・多様性配慮の観点に基づいた有効な対策を実施
できるようになることが求められています。静岡県では、自主防災組織の活動が比較的
活発ですが、自主防災組織もその母体となっている自治会も、役員の大半は男性であり、
男女共同参画・多様性配慮の観点に基づいた自主防災活動が行われていた自治会は少数
でした。

これまで、自治体の男女共同参画部署や危機管理部署、または商工会、社会福祉協議
会などが職員や会員向けまたは市民向けに「災害とジェンダー」に関する研修や講演会
を行うことはあっても、自主防災組織の担い手が「災害とジェンダー」に関する研修を
受ける機会はほとんどありませんでした。また、研修の機会があったとしても、実際に
は研修での学びが、そのまま地域での実践に結びつくというものではありません。そこで、
自治体の危機管理担当部署と男女共同参画担当部署および地域の大学が協働して自主防
災組織を支援し、男女共同参画・多様性配慮の視点を取り入れた自主防災活動を普及す
るためのモデルを作成する事業が行われました。

＜事業の体制＞
この事業は１年の期間で行われ、一つの自治体から各一つの自主防災組織を選定しま

した。地域の大学に所属する研究者と学生のチームと、県危機管理部情報課が協力し、
まず三つの自治体を選定しました。選定にあたり、事業の目的を踏まえ、危機管理担当
部署と男女共同参画担当部署が密接に連携して地域に働きかけることができる自治体が
選ばれました。また、各自治体における自主防災組織の選定では、すでに活発な自主防
災活動が行われており、男女共同参画・多様性配慮の視点を導入する素地があることが
考慮されました。選定された各モデル自主防災組織では、地域の防災に関わることがで
きる女性複数名に、活動の中心メンバーとして参加してもらいました。もともと自主防
災組織に女性がいた組織もありましたし、新たにこの事業のメンバーとして女性が参加
した組織もありました。

各モデル自主防災組織をそれぞれ市町の危機管理担当と男女共同参画担当が連携しつ
つ支援する体制（一つの自治体では、防災や被災地支援の経験がある市民団体も参加）
の下、自主防災組織の人々が、地域の防災体制に男女共同参画・多様性配慮の視点を導
入するための活動計画（１年間）を立てました。

まず自主防災組織の人々を中心とした地域住民向けに研修を行いました。その主な内
容として、男女による被災経験の違い（１章参照）、防災基本計画など主要な政策におい
て災害と男女共同参画に関してどのような対策があるのか（６章参照）などに関して、

地域にくらす多様な人々の視点を
生かして地域の防災力を高めよう

コラム
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情報を整理して伝えました。研修を受けた自主防災組織のリーダーたちが、地域の実情
に照らしつつ活動計画を立てました。

＜各モデル自主防災組織の活動＞
それぞれのモデル自主防災組織は、避難所運営マニュアルの改訂、地域での備蓄品の

見直し、いざという時に地域でリーダーシップを発揮できる男女人材の発掘などの活動
を行いました。ここでは、一つの事例だけを紹介します。

「避難所運営マニュアルの改訂」（Ｑ市Ｒ自主防災会）
・  研修「多様な人々の視点で避難所運営を考えよう」（対象：地区住民男女、自治会役員、

防災委員、民生委員、小学校ＰＴＡ役員・園児の保護者、老人クラブのメンバーなど）
の実施。

・  住民ワークショップ（１回目）の実施。住民が男女別・役職別グループに分かれて、
様々な状況にある地域住民の立場から避難所と在宅での避難生活の不安とその解決
策を考え、話し合った結果を共有。

・  自主防災組織の代表者、市民団体、危機管理担当、男女共同参画担当が、協力して
避難所運営マニュアルの改訂案を作成。

・  住民ワークショップ（２回目）の実施。自主防災組織のリーダーから、前回のワー
クショップの結果を反映した避難所運営マニュアルの説明。それに対して、再度、
住民が男女別・役職別グループに分かれて、マニュアルが実行可能か、対策として
有効かなどを議論し、話し合った結果を共有。

・  ここまでの地域における議論を経て、改訂された避難所運営マニュアルには、新たに、
女性専用ルームや男女別物干し場、女性用品の女性による配布など女性のニーズへ
の対応について明記するほか、避難所の作業班の班長や居住組の代表者に必ず女性
が加わることなど避難所運営への女性の参画、トイレ周辺や避難所全体の安全対策
などの事項が盛り込まれた。

・  今後、Ｒ自主防災会では、マニュアルを活用して避難所運営訓練を行い、その結果
をさらに反映させてマニュアルを改善していく予定。また、この自治体では、平成

男女双方の視点から見た
被災の現実を知る

避難生活の課題につ
いて話し合う

避難所運営マニュ
アルを見直す

見直したマニュアルを
地域全体で検討・共有

地域での実践
（防災実働訓練など）

地区役員

防災委員

PTAなど

老人会

女性
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25 年度内に、このＲ地区をモデルとして、同様の活動を市内の全 42 広域避難所に広
げていく予定。

＜留意点など＞
地域の自主防災組織のリーダー層だけではなく、地域を構成する多くの人が、被災の

実態の知識を得て、それぞれの立場から意見を述べ納得した上で、避難所運営マニュア
ルが改訂されたことが重要です。住民男女が自ら納得して作成したマニュアルでなけれ
ば、実際に活用されることは少ないからです。このような過程を支えるには、行政の危
機管理担当部署と男女共同参画担当部署の連携が不可欠だといえます。

また、地域の防災体制に男女共同参画・多様性配慮の視点が取り入れられるには、時
間がかかるということも念頭に置く必要があります。自治体はもちろん、地域で活動す
る市民団体や、地域の資源である大学を含む教育機関や専門知識のある市民団体を上手
に活用し、継続的な取り組みを続けることが大切です。
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　最後に、研修に必要な教材について解説します。研修でどのような学びの効果を
引き出すのかによって、使う教材は変わります。災害とジェンダー分野を理解する
ために必要な基礎知識を学ぶものと、実際の災害現場を再現した場面設定の中で想
像力や判断力を養うもの、二つのタイプの教材を紹介します。これらの教材は、研
修の目的や参加者などに応じてアレンジする必要もありますが、研修を企画される
際に参考にしていただけると幸いです。

１．研修教材のタイプ

災害とジェンダー課題について理解を深め、実践につなげる研修にするためには、下記の２つ
のタイプの教材が求められます。

タイプⅠ　災害現場の実例とともに、問題を整理し構造的に理解するための教材
タイプⅡ　 実際の災害現場を再現した場面を設定し、その中で想像力や判断力を養うこと

ができる疑似体験型教材

タイプⅠの教材は、本テキストの１～７章の内容に関するものです。女性・男性、それぞれの
立場から災害時に直面する困難、被災者支援活動の中で生じるジェンダー課題、社会構造の中で
の災害とジェンダー課題の見方、国内外の取り組みや政策の内容、そして国内の地域防災活動の
取り組み状況などが該当します。これらの基礎知識を得ることで、災害とジェンダー課題がどの
ような状況・要因で生じるのかについて理解し、防災活動・災害支援現場でどのようにすれば実
践的に取り入れることができるのかを考えるための基盤を作ることができます。

災害現場や被災者のおかれる状況への理解を深めるためには、課題の背景も説明した実例に
多く触れることが重要です。次節にあげた『こんな支援が欲しかった～現場に学ぶ、女性と多
様なニーズに配慮した災害支援事例集』は、東日本大震災の被災地における聞き取りをもとに
作成したものです。女性全般はもちろん、妊産婦・乳幼児、障害者、外国人女性などが直面し
た問題を取りあげ、支援がうまく行った例、うまくいかなかった場合はあるべき対策の方向性
について提示しています。なお、特に災害とジェンダー分野のトレーナーを目指す方は、この
事例集を読んだ上で、本テキストの末尾に掲載した参考文献も何冊かお読みいただくことを強く
お勧めします。
タイプⅡは、災害現場が想起される具体的な状況を設定し、研修参加者が、その設定の中の登

場人物になったつもりで、投げかけられるトラブル課題についてどのように対応すれば良いかを
イメージする疑似体験型の教材です。

こうしたタイプの防災訓練教材はすでにいくつかあります。しかし、災害時のジェンダー問題
に重点を置いてバリエーションを広げた教材はほとんどありません。当ネットワークでは、イラ

第10章　   研修教材



104

男女共同参画の視点で実践する災害対策

スト教材、ケースメソッド教材、簡易シミュレーション教材を作成しています。
なお、海外には多くのトレーニング教材がありますので、関心のある方は末尾の参考文献をご

覧ください。

　参考）　  災害の発生した状況をイメージする訓練としては、災害救援組織が実施する本格
的な図上演習がありますが、これを簡易にして、コミュニティなどでも展開でき
るようにしたものの一つとして「DIG」（災害イメージゲーム）が有名です。こ
れは主に、対象となるエリアの大きな地図を用意し、災害発生後に起こり得るさ
まざまなシチュエーション・条件が与えられる中で、地図上に対応策などを書き
込んでいくものです。なお、地域や学校での取り組みが進む、「防災まち歩き」「防
災探検隊」は、まちの地図とカメラを持って、地域の防災資源（消火器・消火栓・
広場・施設・エイドステーションなど）と危険個所・危険要因を記録・撮影し、
最後に、大きな地図にその結果をまとめて情報を共有するものです。

        　　  　ほかに、避難者が直面する困難・トラブルへの対応を考えることを通して防災
力を高める意味では、京都大学が開発したカードゲームの「クロスロード」や、
静岡県が開発した「HUG」（避難所運営ゲーム）などがあります。

        　　  　また、個別に取り組むことができるものとしては、災害直後からの各自の行動
を時間軸で詳しくイメージして書き出すことで、災害への想像力を高めて実践を
促す「目黒巻」（東京大学目黒公郎教授作）、室内の家具の配置を紙に書いた上で、
大地震が発生した際の家具の転倒やガラスの飛散状況などを紙上で再現すること
で室内安全対策を促す方法（「家庭内 DIG」と呼んでいるケースもある）が、幼
児向けには、災害に応じて身を守る方法を学ぶ、日本損害保険協会作成のカード
ゲーム「防災ダック」などが知られています。

２．教材の例

　当ネットワークでは、被災地の女性団体、女性専門家、女性センター・男女共同参画センター、
外部から被災地支援に入ったボランティア団体・NPO/NGO などの協力も得ながら、４つの研修
教材を作ってきました。前節で挙げた２つのタイプ別に紹介します。
　９章のモデル・プログラムでは、これらの教材を生かした研修を想定しています。

 タイプⅠ

『男女共同参画の視点で実践する災害対策 ～テキスト 災害とジェンダー〈基礎編〉』（本冊）
　　　災害とジェンダー分野に関する基礎知識について解説。モデルプログラムも紹介。
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『こんな支援が欲しかった～現場に学ぶ、女性と多様なニーズに配慮した災害支援事例集』　
（http://risetogetherjp.org　より、無料ダウンロードも可）

 タイプⅡ

『イラスト教材　災害におけるジェンダー課題』 
　　　災害現場を描いたイラストと（CD かラミネート加工版）、手引き書のセット。

『男女共同参画の視点で考える災害対策  ～研修用　ケースメソッド集』（2013 年 5 月末完成予定）
　　　 当ネットワークが東日本大震災の被災地で実施した活動や「支援者調査」の結果を踏まえ、

実例をアレンジした形での実践的な疑似体験型教材。

被災地での聴き取り調査をもとに、女性・
乳幼児・障害者・少年少女・支援者（自治
体職員・男女共同参画関係者・災害支援ボ
ランティア）などの立場を通してみた、被
災者が直面した困難と、好事例・提案など
をまとめたもの。災害救援の国際基準であ
る「スフィア基準」の女性と子どもに関す
る部分を抜粋・解説したページも掲載した。

イラスト教材の例
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３．ケースメソッド教材

１）ケースメソッドとは

　ケースメソッドとは、学習者が判断や対処を求められる「ケース」（擬似的な事例）を教材に、
ケースに登場する当事者の立場に立って討論しながら、自分ならばどう行動すべきか判断できる
ようになることを目的とした参加型の学習方法です。講義だけの形式の研修よりも学習者の理解
が深まり、学習者が学んだことを実践に応用する能力も高まります。また疑似体験により、学習
者は、将来起こり得る事象に対してより良い準備ができます。講義形式で学んだ後にケースメソッ
ド学習を行うのが効果的です（９章のモデル・プログラム参照）。
　自治体職員、災害支援団体職員、ボランティア、地域の防災リーダーなどの研修にケースメソッ
ドを用いることによって、災害におけるジェンダーの課題に関して、見識や意思決定力・実行力
を養い、ケースをほかの人と議論することによって多様な考え方の存在に気づいて自分の考えに
修正を加えるきっかけとすることができます。また実際の災害時に遭遇する様々な問題の理解や
その解決に必要な視点と情報、対応策を具体的に検討する機会にもなります。

２）ケースメソッド教材を使った研修の準備と流れ

　研修の事前準備

　•　研修目的と参加者に合った「ケース」の選択
　　　 『男女共同参画の視点で考える　～研修用　ケースメソッド集』にあるケースを活用して

もよいし、トレーナーが自らの経験に応じてケースを書くこともできます。
　•　トレーナー用メモ「ティーチング・ノート」をつくる
　　　 ティーチング・ノートには、学習テーマ、設問例（参加者が考える切り口、議論の方向性

を決めるもの）、討論計画（時間配分など）、討論の重要事項、ケースを理解する助けとな
る情報などを盛り込みます。

　　　 『災害とジェンダー研修用　ケースメソッド集』に収録した各ケースには、モデル的な
ティーチング・ノートがついています。しかし、研修の目的、対象者、時間などに応じて、
研修ごとにティーチング・ノートを見直すことが必要です。

　•　「ケース」と「設問」を研修参加者に配布し、「個人学習」をしてもらう（当日配布も可）

　研修当日の進行例

　所要時間：50 分～１時間 20 分
　•　グループ討議（４－６人づつ、15 ～ 20 分）
　•　全体討議（30 ～ 50 分）
　•　まとめ（５～ 10 分）
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　以下は、ケースメソッド教材のケースと設問の例です。このケースは、複数の実話を場所・状
況・登場人物などを変更した上で、組みあわせてつくってあります。

　　・学習テーマ：女性と子どもへの暴力対策を災害支援事業に含めるべきか
　　・想定する参加者：  災害支援団体やボランティア（女性や子どもへの暴力に関する支援の経

験や知見が少ない）
　　・所要時間：１時間 20 分

県全体が壊滅的な被害を受けた大地震から５か月。災害支援を行う民間団体ピーチは、
地震発生の直後から、救援物資の調達と配布、避難所での炊き出し・お茶飲み会・子ど
も向け学習会、被災した地区でガレキの撤去や片付け、在宅避難者への情報と物資の提
供などを行ってきました。被災地の拠点事務所には５人のスタッフ（男性３人、女性２人）
が常駐し、常時 10 人以上のボランティアが活動に加わっています。ボランティアの多く
は１日から３日くらい活動して、帰っていきます。

現在、多くの被災者は仮設住宅に移り、避難所は徐々に閉鎖されて、これから被災地
は生活・産業の再建に向け、また集落の移転に関する議論に本格的に取り組むことにな
ります。ピーチは、地域の人々から、これからも被災地に残って活動してほしいと依頼
されています。そこで、どのような復興支援ができるか知るために、情報を集めようと
いうことになりました。スタッフが、地域の人々の話を聞くうち、仮設住宅にくらす高
齢者の健康やストレス、若い人々の仕事の機会が少ないこと、高校生の通学や買い物・
通院などの交通手段などが課題であることがわかってきました。

地域を回って話を聞くうちに、何人ものスタッフが、仮設住宅で夫が妻を怒鳴りつけ
たり、身体的な暴力ではないかと思われる話を見聞きしました。仮設住宅で、「このやろ
う！」という怒鳴り声ととともに何かがぶつかる大きな音と「キャー」という女の人の
叫び声を聞いたスタッフや、女子中学生から「街灯が壊れたままのまっ暗な道があって、
その道を通って家に帰るんだけど、この前、誰かにずっと後をつけられた。怖かったから、
夢中で走って逃げた」と打ち明けられたスタッフもいます。また、別のスタッフは、あ
る女性から「夫が義援金を渡してくれず、ギャンブルに使ってしまった。これからの生
活をどうしよう」と相談を受けました。

ピーチが被災地の支援をするなかで、女性や子どもへの暴力に遭遇したのは、これが
初めてではありませんでした。避難所で、夜中、避難者の女性が寝ていたところ、酒に酔っ
た避難者の男性に体を触られて服を脱がされ、騒ぎになった事件が続けて起きたことが

女性と子どもへの暴力対策を支援事業に含めるべきか？

災害支援団体・ボランティア

case case
ケース
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設問１：  災害支援団体ピーチは、災害支援事業の一環として、女性への暴力に関する活動を行う
べきか否かを、どんな基準から判断するべきでしょうか。また、判断するためにはどの
ような情報が必要で、それらの情報はどうすれば入手できるでしょうか。

設問２：  ピーチは、避難所で暴力が起きたときに、誰に対してどのような対応を取るべきだった
でしょうか。

設問３：  ピーチは、被災地で女性と子どもへの暴力を予防し、被害者を支援するための事業を行
うことになりました。どのような内容の事業が考えられるでしょうか。

設問４：  ピーチは、女性への暴力に関する課題に対処するための事業を、特には行わないことに
決めました。それでも、健康、雇用、交通などの復興に関する各分野の支援をする中で、
女性や子どもに対する暴力を減らす工夫をすることはできるでしょうか。できるとすれ
ばどのような工夫が必要でしょうか。

ありました。ピーチのスタッフは、避難所の運営責任者である自治会長や、避難所に派
遣されている市の職員に、女性の安全を守るための対策をした方がいいのではないかと
話しましたが、具体的にこれといった対策を打ち出すことができませんでした。自治会
長と市の職員も、それ以上この話題には触れず、結局、何も対策が取られないまま、そ
の避難所は閉鎖されたのでした。

復興支援事業の方針を議論するためのスタッフ・ミーティングの日、復興支援事業と
して、DV（ドメスティック・バイオレンス、夫婦や恋人などの親密な間柄で生じる暴力）
や女性への暴力の防止に取り組むべきだという意見が出ました。こう主張するスタッフ
は、避難所での事件の顛末を振り返りながら、女性への暴力がない社会をつくるのは大
切なことであり、人道支援を行うピーチの使命にも合致すると主張しました。一方、別
のスタッフは、現在のピーチのスタッフの中に DV や性暴力に関する支援の技能や経験
のある人がいないこと、資金と人員の体制面で余裕がないこと、地域社会や役場も女性
と子どもへの暴力に関しては関心を持っていないように見えること、復興支援事業とし
てすべきことはほかにたくさんあることなどを理由に反対しました。
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http://www.gdnonline.org/ 
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Ⅱ 国内の文献・資料

　日本では近年まで、災害とジェンダー、災害における脆弱性に関する研究は主流とはいえず、
あまり取り組まれてきませんでした。しかし、阪神・淡路大震災を契機に、そして新潟県中越地
震を経て 2005 年に国の政策に性別の視点が入って以降は、徐々に女性団体・女性関連施設等で
の学習等の取り組みが広がっていました。東日本大震災を契機にジェンダーの視点の重要性が叫
ばれ、さまざまな成果が出て来ていることも事実です。
とはいえ、まだそれらの成果を広く分析する段階ではないことから、ここでは主に東日本大震災
後の、当ネットワークの発行物、当ネットワーク構成メンバー関連の文献、内閣府男女共同参画
局や女性団体、学術団体などによる報告書・聞き取り集、お勧めのウェブサイトを紹介します。
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１）東日本大震災女性支援ネットワークによる発行物
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浅野幸子、2011、『あなた自身と家族、本当に守れますか？女性×男性野視点で総合防災力アップ』、
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３）報告書・聞き取りなど
特定非営利活動法人 イコールネット仙台編・発行、2012、『東日本大震災に伴う「震災と女性」

に関する調査報告書』。
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　　http://www.h4.dion.ne.jp/̃jssf/text/doukousp/2011-08.html
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ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ編・発行、2013、『３. １１後を生きる　シングルマザー
たちの体験を聞く』。
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参画推進協会編・発行、2012、『災害時における男女共同参画センターの役割調査報告書』。
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　　http://www.gender.go.jp/policy/saigai/jyoukyou.html
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村田晶子編、2012、『復興に女性たちの声を　―「3.11」とジェンダー』、早稲田大学出版部。
文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課、2013、『地域づくりに参画する女性の人材育成

のための学習機会の充実 ～防災分野に関する事例集～』。
　　http://danjogaku.mext.go.jp/chousa_4.html

４）お勧めウェブサイト

○ 内閣府男女共同参画局　災害対応のページ
　　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/kikan/kosshi.html
　　 　Ⅱ－３）の各種調査報告書のほか、下記のように、東日本大震災における対応状況や、関

連法等における男女共同参画関連の内容の反映状況などがわかりやすく紹介されています。
　　
　　東日本大震災における災害対応
　　・東日本大震災への女性のニーズに対応した支援について（内閣府 男女共同参画局 、2011）
　　・  被災地等における安全・安心の確保対策（被災地等における安全・安心の確保対策ワーキ

ングチーム決定、犯罪対策閣僚会議改定報告、2011）
　　
　　東日本大震災を受けての関連法等における男女共同参画に関する反映状況の紹介
　　・防災基本計画
　　・災害対策基本法
　　・東日本大震災復興基本法
　　・「復興への提言～悲惨のなかの希望～」（東日本大震災復興構想会議）
　　・東日本大震災からの復興の基本方針（東日本大震災復興対策本部）
　　・  「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告」（中央防災

会議）
　　・  「地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会報告書」（消防庁国民

保護・防災部防災課）
　　
　　その他
　　・  男女共同参画基本計画「第 14 分野 地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画

の推進」
　　・  第 56 回国連婦人の地位委員会　決議 (2012 年 3 月 9 日採択）「自然災害におけるジェンダー

平等と女性のエンパワーメント」( 日本提案、日本含む 50 か国が共同提案国 )　

○ 内閣府防災担当
　　http://www.bousai.go.jp/

　ジェンダーの視点に特化したページはありませんが、国の防災政策の情報が集積されて
います。教育・啓発のページでは、さまざまな啓発・学習資料、各地の取り組み事例等の
豊富な情報を得ることができます。
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○ 「災害と女性センター」　ＮＰＯ法人 全国女性会館協議会ウェブサイト 
　　http://j-kaikan.jp/help/

　全国女性会館協議会は、全国の女性関連施設・男女共同参画センターをつなぐネットワー
クで、このページは、協議会が関連団体と協力して、災害時における必要な支援情報を提
供しているウェブサイトです。

○「災害と女性センター」　情報ネットワーク
　　http://homepage2.nifty.com/bousai/

　阪神・淡路大震災の時に女性支援に取り組み、災害時に女性が直面する課題について発
信を続けてきたウィメンズネット・こうべが開設。①これまでの災害を女性の視点から検
証し、防災・復興施策に関する提言を行なう、②「災害と女性」について情報交換を行ない、
官民を問わず、緩やかなネットワークを構築する、③防災・復興計画の策定における女性
の参画をすすめることを目的としています。

○ 東日本大震災女性支援ネットワーク　　
http://risetogetherjp.org/
　当ネットワークのウェブサイトです。政策提言・調査・研修といったネットワークの活
動紹介だけではなく、被災者支援関連イベント情報、被災地からの声、関連団体の活動、
マスコミによる報道、政府・行政の動き、国際的な取り組み、書籍や報告書の紹介など、
幅広い情報発信を行っています。
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　◆執筆者紹介　（１章・３章・10 章は共同執筆）

　浅　野　幸　子 （２章・７章・８章・９章 担当）

東日本大震災女性支援ネットワーク　運営委員／研修プロジェクト・コーディネーター
早稲田大学「地域社会と危機管理研究所」客員研究員／大学非常勤講師

　阪神・淡路大震災の被災地に学生ボランティアとして入り、国際協力 NGO スタッフとし
て４年間支援活動に従事（在宅避難者・仮設住宅・全焼地域の復興まちづくり支援）。その後、

（財）消費生活研究所、全国地域婦人団体連絡協議会でそれぞれ事務局・研究員を務め、現
在に至る。この間働きながら大学院で修士課程修了（法政大学社会科学研究科政策科学専攻・
地域コミュニティ政策プログラム）。主な分野は、地域防災、非営利組織論。著書に、『あな
た自身と家族、本当に守れますか？ 女性×男性の視点で総合防災力アップ』（2011 年、（財）
日本防火協会）、共著に『自主防災組織活動マニュアル』（2008 年、東京法規出版）など。

　池　田　恵　子 （４章・５章・６章・９章コラム 担当）

東日本大震災女性支援ネットワーク　運営委員／研修プロジェクト担当
静岡大学教育学部　教員／静岡大学総合防災センター　兼任教員

　青年海外協力隊員、JICA 技術協力専門家（開発とジェンダー）などとしてバングラデシュ
やネパールで環境保全や防災の事業に社会・ジェンダー配慮の視点を組み込む活動に従事。
2000年より静岡大学教育学部教員。専門は社会地理学、開発とジェンダー論。バングラデシュ
を対象に、地域防災への女性の参加、開発を通した災害脆弱性の克服について研究している。
近著に、「女性の視点による被災者ニーズの把握　─ 東日本大震災における活動経験の聴き
取り調査から ─」、『国際ジェンダー学会誌』（国際ジェンダー学会）、第 10 号、9-31 頁（2012
年）、「自然災害とジェンダー　－バングラデシュと日本の事例から」、宇佐見耕一ほか編集『世
界の社会福祉年鑑 2012』、第 12 集、17-34 頁、（2012 年、旬報社）など。

　編集実務　

　福　田　紀　子
東日本大震災女性支援ネットワーク・プロジェクトマネージャー



東日本大震災を契機に、女性の権利・人権、ＤＶ問題、シングルマザー支援、女

性障害者支援、開発とジェンダー、雇用・労働、建築・まちづくり、地域防災、

性的マイノリティ支援などの各分野に関わる専門家や市民団体関係者で設立（被

災地の関係者、災害支援経験者も含む）。被災した人々の多様性に配慮し、災害

の影響を受けやすい人たちのなかでも、特に女性の視点・女性の尊厳が保障され

る支援の実現、被災した女性たちが救援や復興に主体的に関わるためのプロセス

の支援、男女共同参画の視点による復興・防災計画の策定と実施の促進などを目

的に活動しています。

　◆東日本大震災女性支援ネットワーク（RT）とは？
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